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49） 近刊の長谷部恭男／石田勇治『ナチスの「手口」と緊急事態条項』（集英
社新書、2017年）は、フーバー『ドイツ国制史』を無視しつつ、彼がすで
に脱構築した歴史観に回帰している。そこではまた、W・ピュタ『ヒンデン
ブルク』（2007年）や R・メーリング『カール・シュミット』（2009年）な
ど近年の研究も度外視されている。同書は、自由民主党の緊急事態構想に反
撥した石田（東大教養学部教授）が、長谷部（東大法学部教授・日本公法学
会理事長・早大教授を歴任）と行った対談で、憲法の使命を国家権力の抑制
に限定し、恒例の善悪二元論（ハーバーマス対ノルテ、「批判的歴史学」対「国
家を正当化する」「保守的な」歴史学、（60年代以降の）ドイツ連邦共和国
対自民党政権の日本など）を用いて、戦後日独憲法秩序を正当化している。
同書は「ナチス」の社会革命的機能には踏み込まずに、その社会主義、労働
者との関係性も「羊頭狗肉」と断定し、KPDなど急進マルクス主義勢力の
反共和国的役割を軽視し、「共和国支持派」対「旧体制（帝政）支持派」の
白黒図式に固執する（23、86‒87、101頁）。そのため「旧体制（帝政）支持派」
と「ナチス」との「保守」的協働を力説することになり、ヒンデンブルクが
ヒトラーに積極的に期待して組閣させたと断言する（23‒26、40、50‒51、98
頁）。国家権力は民主主義の脅威、緊急令は議会主義民主制の否定との先入
観から、エーベルトの緊急令には立ち入らずにヒンデンブルクの緊急令のみ
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を力説し、当時の文脈では双方に共和国防衛の含意があったことを説明しな
い（24‒36頁）。ちなみにフーバー『ドイツ国制史』第七巻は、治安維持のた
めの緊急令がバイエルン政府によっても用いられたことを指摘し（S. 315‒
322）、またプロイセンに行われた分邦への「帝国介入」（1932年）について
もテューリンゲンの急進マルクス主義勢力蜂起（1920年）に関して実施され
た先例に触れていて（S. 118‒122）、緊急措置の問題をヒンデンブルクやパー
ベンに限定できないことを示している。民主主義は善だという大前提を死守
するために、「ナチス」が議会第一党になってもヒトラー政権は必然ではな
かった、ヒトラーが民主主義で政権を取ったのではないと強弁し、1932年で
もまだ議会主義民主制が存続可能だったかのようだが、かの隘路をどう克服
できたのかは示さない（18、56頁）「最新の研究」で「国会議事堂炎上事件」
が突撃隊の仕業だと判明したと断言するが（57頁）、文献一覧に挙がってい
る B・C・ヘットの『帝国議会炎上』（2014年）がそこまで論証し得たかは
疑問で、2016年８月８日付で同書を評したW・ピュタも懐疑的である（http://
www.faz.net/aktuell/politik/politische-buecher/handelte-sa-bei-reichstagsbrand-von-
1933-auf-eigene-faust-14367191.html（2018年１月18日閲覧））。国家権力への
対抗意識が昂じて、いつの間にか学界権威主義に移行し、長谷部を「憲法学
界の重鎮」、「憲法学の権威」（カバー折返、6頁）と呼び、シュミットと対決
したアンシュッツやケルゼンを「非常に権威のある学者」（75頁）、「大家」（90
頁）と称揚している。ドイツを取り巻く厳しい国際環境には関心が薄く、ド
イツ内部の政治的未成熟が諸悪の根源で、1960年代以降の普遍的価値への
帰依で克服されたと説かれている。一般向けの啓蒙書だからといって、先行
研究を一面的に紹介し、分かりやすい「悪」を描き出すというのは、政治的
に無責任であり、学問的に不適切である。ただ「委任独裁」が「主権独裁」
に転化しうるという指摘（48、75頁）に関しては、シュミット学派の自己弁
護の甘さを突いたものとして同意できる。
  日本のドイツ近現代史研究はいつもこのような状況である。前述の平島健
司『ワイマール共和国の崩壊』も、木村靖二『兵士の革命』（東京大学出版会、
1988年）も、高橋進『ドイツ賠償問題の史的展開』（岩波書店、1983年）も、
フーバー『ドイツ国制史』を無視するか、文献一覧に挙げるだけに留めてい
た。三月革命より前の時代を扱う近代・近世史家が、成瀬治を始めしばしば
フーバーを情報源に用いているのとは対照的である。
